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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

    ３．第65期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

    ４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第65期第２四半期連結累計期間および第

65期は、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。また、第66期第２四半期連結累計期間は、潜在株式が存在するものの、希薄化効果

を有していないため記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第65期 

第２四半期連結 
累計期間 

第66期 
第２四半期連結 
累計期間 

第65期 

会計期間 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年 
４月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年 
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（百万円）  6,470  5,887  12,461

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
 △296  42  △937

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（百万円） 
 △392  73  △1,586

四半期包括利益又は包括利益 

（百万円） 
 △470  △9  △1,591

純資産額（百万円）  10,287  9,105  9,148

総資産額（百万円）  16,615  14,841  15,009

１株当たり四半期純利益又は１株

当たり四半期（当期）純損失金額

（△）（円） 

 △35.78  6.72  △144.79

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  61.9  61.3  60.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 492  △46  861

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △875  △183  △1,090

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △359  359  △754

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
 1,289  1,161  1,042

回次 
第65期 

第２四半期連結 
会計期間 

第66期 
第２四半期連結 
会計期間 

会計期間 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年 
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円） 
 △26.64  △1.97



  

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

２【事業の内容】



 当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券

報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。 

(1）業績の状況 

 当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、平成23年３月の東日本大震災による影響や、電力供給不足の

問題に加え、米国・欧州財政問題や経済の先行き不安による円高・株安など、国内外において、厳しい状況で推移

いたしました。 

 このような状況の中で当社グループは、営業活動やコスト削減活動に全力をあげるとともに、次世代感光性材

料、フラットパネルディスプレイ周辺材料や機能性材料、プリンター用記録材料、医薬中間体の新製品開発、廃棄

物処理の特殊技術開発などに積極的に取り組みましたが、化成品事業、環境関連事業のいずれも売上高は減少いた

しました。一方、新製品の販売比率が増加したことや徹底したコスト削減を実施したことにより売上原価率が低下

し、利益率が改善いたしました。 

 その結果、当第２四半期連結累計期間の連結業績は、売上高は58億87百万円（前年同四半期比9.0％減）、経常

利益は 百万円（前年同四半期は、経常損失2億96百万円）、四半期純利益は 百万円（前年同四半期は、四半期

純損失3億92百万円）となりました。 

 また、セグメント別の売上高は、化成品事業は前年同四半期10.2％減の50億86百万円となりました。 

「感光性材料及び印刷材料」は、半導体用感光性材料の次世代用感光性材料の開発が進み売上高が増加いたしまし

たが、ディスプレイ用感光性材料の市場低迷により、販売数量、売上高ともに減少いたしました。この結果、当品

目の前年同四半期比12.7％減の32億16百万円となりました。 

「写真材料及び記録材料」は、イメージング材料のモニター用液晶パネル材料の売上高は増加いたしましたが、写

真材料のフイルム・印画紙用材料の需要減少が大きく、販売数量、売上高ともに減少いたしました。この結果、当

品目の売上高は前年同四半期比4.5％減の13億94百万円となりました。 

「医薬中間体」は、既存主力製品の販売数量、売上高が増加したこと、開発品の試作を順調に受注できたことによ

り、販売数量、売上高ともに増加いたしました。この結果、当品目の売上高は、前年同四半期比93.4％増の3億29

百万円となりました。 

「その他化成品」は、架橋材が、東日本大震災の影響により繊維改質剤用途の出荷が停止となり、販売数量、売上

高ともに減少いたしました。この結果、当品目の売上高は前年同四半期比58.2％減の1億46百万円となりました。 

 環境関連事業の売上高は、前年同四半期比0.4％減の8億円となりました。産業廃棄物処理分野においては、震災

の影響により一部の製造業の稼働率低下があり、積極的に受託に努めたものの、受託量、売上高ともに減少いたし

ました。化学品のリサイクル分野においては、薬剤リサイクルが好調に推移いたしました。 

  

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2）キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物は 百万円となり、前年同四半期連結累計期間末

に比べ1億27百万円減少いたしました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第２四半期連結累計期間における営業活動の結果減少した資金は、46百万円（前年同四半期累計期間は、4億

92百万円の増加）となりました。これは主に税金等調整前四半期純利益82百万円、減価償却費5億38百万円を計上

いたしましたが、売上債権の増加2億5百万円、たな卸資産の増加1億74百万円、仕入債務の減少53百万円により資

金が減少したことによるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第２四半期連結累計期間における投資活動の結果減少した資金は、1億83百万円（前年同四半期累計期間は、8

億75百万円の減少）となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出2億93百万円および投資有価証券の

売却による収入57百万円ならびに貸付金の回収による収入49百万円によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

 当第２四半期連結累計期間における財務活動の結果増加した資金は、3億59百万円（前年同四半期累計期間は、3

億59百万円の減少）となりました。これは主に社債の新規発行による収入5億87百万円によるものであります。 

  

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上および財務上の対処すべき課題はありません。 

  

(4）研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、4億81百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。           

11億61



①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

 該当事項はありません。 

    

 該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  47,900,000

計  47,900,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数 
（株） 

（平成23年11月14日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式  11,400,000  11,400,000
大阪証券取引所 

市場第二部 
単元株式数 1,000株 

計  11,400,000  11,400,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日  
 －  11,400,000  －  2,901  －  4,421



 （注） 当社は自己株式644千株を保有しておりますが、当該株式には議決権がないため、上記の大株主から除いてお

ります。  

（６）【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ダイトーケミックス社員持株会 大阪市鶴見区茨田大宮三丁目１番７号  524  4.60

東京応化工業㈱ 川崎市中原区中丸子150番地  522  4.58

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号  499  4.38

日本トラスティ・サービス信託銀

行㈱（信託口） 
東京都中央区晴海一丁目８番11号  482  4.23

竹中 一雄 東京都東大和市  475  4.17

富士フイルム㈱ 東京都港区西麻布二丁目26番30号  439  3.85

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内一丁目１番２号  371  3.25

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町一丁目13番２号  247  2.17

日本精化㈱ 大阪市中央区備後町二丁目４番９号  201  1.76

ダイトーケミックス取引先持株会 大阪市鶴見区茨田大宮三丁目１番７号  186  1.63

みずほインベスターズ証券㈱ 東京都中央区日本橋蛎殻町２丁目10番30号  186  1.63

計 －  4,134  36.27



①【発行済株式】 

 （注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式988株および証券保管振替機構名義の失念株式が200 

株含まれております。 

②【自己株式等】 

  

  

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     644,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   10,663,000  10,663 － 

単元未満株式 普通株式        93,000 － － 

発行済株式総数        11,400,000 － － 

総株主の議決権 －  10,663 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

（自己保有株式）  

ダイトーケミックス㈱ 

大阪市鶴見区茨田大宮 

三丁目１番７号 
 644,000  －  644,000  5.65

計 －  644,000  －  644,000  5.65

２【役員の状況】



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 875 1,161 

受取手形及び売掛金 2,444 2,649 

有価証券 166 － 

商品及び製品 761 604 

仕掛品 663 871 

原材料及び貯蔵品 348 471 

その他 322 308 

流動資産合計 5,582 6,067 

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,593 2,473 

機械装置及び運搬具（純額） 1,778 1,493 

土地 2,991 2,991 

その他（純額） 355 286 

有形固定資産合計 7,719 7,245 

無形固定資産 3 2 

投資その他の資産 1,703 1,526 

固定資産合計 9,427 8,774 

資産合計 15,009 14,841 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 715 662 

短期借入金 542 732 

1年内償還予定の社債 999 999 

未払法人税等 5 16 

賞与引当金 223 163 

その他 881 583 

流動負債合計 3,369 3,158 

固定負債   

社債 1,397 1,797 

長期借入金 532 415 

引当金 140 70 

その他 422 293 

固定負債合計 2,492 2,577 

負債合計 5,861 5,736 



（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,901 2,901 

資本剰余金 4,421 4,421 

利益剰余金 2,036 2,109 

自己株式 △314 △349 

株主資本合計 9,044 9,082 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 109 19 

繰延ヘッジ損益 △5 △9 

為替換算調整勘定 △12 △1 

その他の包括利益累計額合計 91 9 

新株予約権 12 13 

純資産合計 9,148 9,105 

負債純資産合計 15,009 14,841 



（２）【四半期連結損益及び包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 6,470 5,887 

売上原価 6,007 5,234 

売上総利益 463 652 

販売費及び一般管理費 ※  712 ※  603 

営業利益又は営業損失（△） △249 49 

営業外収益   

受取利息 11 8 

受取配当金 8 11 

持分法による投資利益 26 22 

償却債権取立益 － 11 

雑収入 27 22 

営業外収益合計 74 75 

営業外費用   

支払利息 40 31 

為替差損 49 22 

雑損失 30 27 

営業外費用合計 120 81 

経常利益又は経常損失（△） △296 42 

特別利益   

投資有価証券売却益 － 39 

特別利益合計 － 39 

特別損失   

工場移転費用 60 － 

投資有価証券評価損 21 － 

その他 3 － 

特別損失合計 85 － 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△382 82 

法人税等 10 9 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△392 73 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △392 73 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△392 73 

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △55 △89 

繰延ヘッジ損益 △2 △3 

為替換算調整勘定 △7 2 

持分法適用会社に対する持分相当額 △13 8 

その他の包括利益合計 △78 △82 

四半期包括利益 △470 △9 

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △470 △9 

少数株主に係る四半期包括利益 － － 



（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△） △382 82 

減価償却費 640 538 

工場移転費用 60 － 

投資有価証券評価損益（△は益） 21 － 

有形固定資産除却損 7 4 

投資有価証券売却損益（△は益） － △39 

前払年金費用の増減額（△は増加） 16 15 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 0 △20 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 8 △49 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △6 △1 

受取利息及び受取配当金 △20 △19 

支払利息 40 31 

社債発行費 12 12 

持分法による投資損益（△は益） △26 △21 

売上債権の増減額（△は増加） △3 △205 

たな卸資産の増減額（△は増加） △12 △174 

未収消費税等の増減額（△は増加） 92 9 

仕入債務の増減額（△は減少） 177 △53 

その他 △114 △153 

小計 514 △44 

利息及び配当金の受取額 20 20 

利息の支払額 △40 △34 

法人税等の支払額 △1 11 

営業活動によるキャッシュ・フロー 492 △46 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △927 △293 

投資有価証券の売却による収入 － 57 

関係会社への貸付金の回収に伴う収入 47 49 

その他 3 3 

投資活動によるキャッシュ・フロー △875 △183 

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） － 200 

長期借入れによる収入 250 － 

長期借入金の返済による支出 △853 △126 

社債の発行による収入 487 587 

社債の償還による支出 △144 △199 

リース債務の返済による支出 △65 △66 

自己株式の取得による支出 △0 △34 

配当金の支払額 △32 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー △359 359 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △20 △10 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △763 119 

現金及び現金同等物の期首残高 2,052 1,042 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,289 ※  1,161 



  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１．税金費用の計算  税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間 
（自  平成23年４月１日 
至  平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

  第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

  

（連結子会社の解散および清算について） 

  当社は平成23年９月26日開催の取締役会において、当社の連結子会社であります岩手ケミカル株式会社を解散する事

を決議いたしました。なお、業績に与える影響は軽微であります。 

１. 解散および清算に至った経緯 

 岩手ケミカル株式会社は、平成23年３月11日に発生いたしました東日本大震災により、工場建屋および設備が全壊い

たしました。その後、同社の存続の可能性について検討してきましたが、同社を存続させることは極めて困難と判断し

たため、解散をすることにいたしました。 

２. 解散する当該子会社の概要 

（1）商号    岩手ケミカル株式会社 

（2）所在地   岩手県上閉伊郡大槌町須賀町２－２ 

（3）代表者   代表取締役社長 南 修一 

（4）事業内容  感光性材料用原料、食品添加物、その他化成品の製造販売 

（5）設立年月日 平成７年８月31日 

（6）資本金   20百万円 

（7）株主構成  当社100％出資 

３. 当該子会社の解散日程 

 臨時株主総会における解散決議 平成23年10月11日 

 清算結了予定         平成23年12月予定  

  



  

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

 １ 偶発債務 

   船舶火災による訴訟の件  

 平成16年10月に地中海で発生した船舶火災に関し、

当社が製造した製品を、定期コンテナ船を通じて海外

に輸送しようとしていた国際的な商社（以下「被告商

社」といいます。）を被告として、平成17年10月から

平成20年２月末までに、保険会社および船会社等（以

下「原告ら」といいます。）が、それぞれ東京地方裁

判所に訴訟を提起しました。 

 その後、平成19年９月から平成20年３月末までに、

国内販売したメーカーとして、当社を被告とした訴額

の総額約12億円とする訴訟が東京地方裁判所に提起さ

れ、現在係争中であります。 

 被告商社の訴訟については、平成22年７月東京地方

裁判所で、原告らの請求を棄却する判決がありました

が、原告らはそれを不服として、東京高等裁判所に控

訴いたしております。 

 当社製品については、被告商社を通じて、既に何度

も同様の海上輸送がなされてきましたが、今まで、本

件のような船舶火災を経験したことはありませんでし

た。現時点では、火災の具体的原因やこれに対する当

社製品の関連性などの事実関係は未だ明らかとなって

おらず、被告商社および当社の法的責任などについて

も定まっておりません。また、当社としても、当社の

法的責任の有無などについて十分に確認はできておら

ず、現時点では本訴訟の帰結につき予測することはで

きません。 

 訴訟の推移によっては当社の経営成績に影響を及ぼ

す可能性はありますが、現時点ではその影響は不明で

あります。 

 １ 偶発債務 

   船舶火災による訴訟の件  

           同左 

（四半期連結損益及び包括利益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

従業員給与 百万円152

賞与引当金繰入額 百万円28

退職給付費用 百万円12

役員退職慰労引当金繰入額 百万円9

研究開発費 百万円221

※ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のと

おりであります。 

従業員給与 百万円124

賞与引当金繰入額 百万円24

退職給付費用 百万円13

役員退職慰労引当金繰入額 百万円12

研究開発費 百万円138



  

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

配当に関する事項 

(1）基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間末後となるもの 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,121

 有価証券勘定 167

現金及び現金同等物 1,289

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在） 

  

  （百万円）

現金及び預金勘定 1,161

現金及び現金同等物 1,161

（株主資本等関係）

  

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月25日 

定時株主総会 
普通株式 32 3 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金 

  

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年10月28日 

取締役会 
普通株式 21 2 平成22年９月30日 平成22年12月９日 利益剰余金 

  

  

（決議） 

株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年10月27日 

取締役会 
普通株式  21  2 平成23年９月30日 平成23年12月９日 利益剰余金 



Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報  

  

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書及び包括利益計算書計上額と

の差額および当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）  

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報  

  

２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書及び包括利益計算書計上額と

の差額および当該差額の主な内容（差異調整に関する事項）  

  

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 （単位：百万円）

  

報告セグメント 

化成品事業 環境関連事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高  5,666  803  6,470

セグメント間の内部売上高又は振替高  2  23  26

計  5,669  827  6,496

セグメント損失（△）  △83  △179  △263

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  △263

セグメント間取引消去  14

四半期連結損益計算書及び包括利益計算書の営業損失（△）  △249

 （単位：百万円）

  

報告セグメント 

化成品事業 環境関連事業 計 

売上高       

外部顧客への売上高  5,086  800  5,887

セグメント間の内部売上高又は振替高  0  25  25

計  5,087  826  5,913

セグメント利益又はセグメント損失（△）  55  △15  40

  （単位：百万円）

利益 金額 

報告セグメント計  40

セグメント間取引消去  8

四半期連結損益計算書及び包括利益計算書の営業利益  49



 １株当たり四半期純利益金又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純

損失金額であり、また希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。また、当第

２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、希薄化効果を有していないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期

純損失金額（△） 
円 銭 △35 78 円 銭 6 72

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円） 
 △392  73

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純

損失金額（△）（百万円） 
 △392  73

普通株式の期中平均株式数（千株）  10,956  10,888

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

－  －  

（重要な後発事象）



 平成23年10月27日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額……………………21百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………２円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成23年12月９日 

 （注） 平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。 

２【その他】



 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月14日

ダイトーケミックス株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 坂井 俊介  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士  堀  裕三  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているダイトーケミッ

クス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロ

ー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ダイトーケミックス株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半 

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 


